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１．事例の概要 

１回経産婦。妊娠３９週０日、妊産婦は１０分～１５分の子宮収縮を自覚

し当該分娩機関を受診した。医師が内診したところ子宮口は全開大で、羊水

が流出しており破水と診断された。羊水混濁はなかった。分娩監視装置を装

着したところ、胎児心拍数は６０～７０拍／分で持続性徐脈を認めた。急速

遂娩のため、会陰切開とクリステレル胎児圧出法が行われ児が娩出した。胎

盤と臍帯には肉眼的異常は認められなかった。 

児の在胎週数は３９週０日で、体重は２５２４ｇの胎児発育不全児であっ 

た。アプガースコアは生後１分１点（心拍１点）、生後５分４点（心拍２点、

皮膚色２点）であった。臍帯動脈血ガス分析は行われなかった。生後、バッ

グ・マスクによる人工呼吸が行われ、その後、気管挿管が行われ児は高次医

療機関に搬送された。ＮＩＣＵに入院となり、肺出血と診断され人工呼吸器

管理となった。血液ガス分析はｐＨ７．５３８、ＰＣＯ２１５．８ｍｍＨｇ、

ＰＯ２３４５．０ｍｍＨｇ、ＨＣＯ３
－１３．１ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－６．０

ｍｍｏｌ／Ｌであった。低酸素性虚血性脳症と診断され脳低温療法が開始さ

れた。生後１１時間、ヘモグロビンが２６．６ｇ／ｄＬ、ヘマトクリットは

７７．８％と著明な多血症が認められたため、部分交換輸血が行われた。生

後１３日の頭部ＣＴ検査では、白質全体、脳幹部の一部に低吸収域が認めら
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れた。生後２７日の頭部ＭＲＩ検査では、Ｔ１ＷＩで大脳基底核、視床に対

称性に高信号がみられ、前頭葉や頭頂葉の白質内に低信号が認められた。ま

た脳波検査では、左右共にスパイク様の突発波が認められた。 

本事例は診療所における事例であり、産婦人科専門医１名（経験２３年）と 

 助産師１名（経験１０年）、准看護師１名（経験７年）が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例の脳性麻痺発症の原因は、分娩中の低酸素・酸血症によるものと考

えられる。 

低酸素・酸血症の原因としては、臍帯圧迫や牽引による臍帯血流障害が生 

じた可能性がある。また、児は胎児発育不全であることから、子宮収縮によ  

るストレスが低酸素状態を引き起こした可能性もある。 

加えて、生後の肺出血が児の状態を悪化させた可能性がある。 

その他、妊娠中に胎盤機能低下による低酸素状態が存在したことも否定 

できずこのことが脳性麻痺発症に関与した可能性もある。 

なお、児に感染があったと考えられるが、脳性麻痺発症の原因となった可 

能性は低い。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

妊婦健診における診療は基準内である。診療録に身長や妊娠中に行った検

査等についての記載がないことは一般的ではない。 

分娩管理として、妊産婦からの産徴の訴えに対して、経過観察を指示した 

ことは選択肢のひとつである。入院時分娩監視装置を装着したことは基準内

である。急速遂娩として、クリステレル胎児圧出法を単独で行ったことは、

経産婦で子宮口全開大の状況を考慮すると選択肢としてあり得る。胎盤病理
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組織学検査を行わなかったことは一般的ではない。 

新生児の蘇生方法は一般的である。新生児科医の到着までに時間を要して 

いるが、当該分娩機関の地域には、新生児搬送を受け入れる高次医療機関が

なく、やむを得ないものと考えられる。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）当該分娩機関における診療行為について検討すべき事項 

（１）妊産婦からの電話による問い合わせについて 

   妊産婦からの電話による問い合わせについては、それを受けた時刻と

訴えの内容、指導内容等について診療録に記載することが必要である。 

また、入院のタイミングについては、スタッフ間で検討することが必

要である。 

（２）胎内蘇生法としての妊産婦への酸素投与量について 

胎内蘇生法としての妊産婦への酸素投与量が３～６Ｌ／分で実施され

たが、「産婦人科診療ガイドライン－産科編２０１１」では、１０～１５

Ｌ／分での実施を推奨しており、ガイドラインに則して実施することが

望まれる。 

（３）臍帯動脈血ガス分析の実施について 

臍帯動脈血ガス分析は、分娩時の児の状態を把握するためにも重要で

あるため、分娩に関る医療関係者が実施できるよう、院内研修を行うこ

とが望まれる。 

（４）胎盤病理組織学検査について 

胎盤の病理組織学検査は、異常分娩となった場合や新生児仮死が認め

られた場合、その原因の解明に寄与する可能性があるので実施すること

が望まれる。 
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（５）ＧＢＳスクリーニング検査について 

「産婦人科診療ガイドライン―産科編２０１１」では、妊娠３３週か

ら３７週に実施することが推奨されており、ガイドラインに則して実施

することが望まれる。 

（６）診療録の記載について 

   妊産婦に関する基本情報および妊娠中に行った検査等について、診療

録に記載することが望まれる。 

（７）分娩監視装置の時刻設定について 

胎児心拍数陣痛図の印字時刻と実際の装着時刻とにずれがあった。分

娩監視装置などの医療機器については、時刻合わせを定期的に行うこと

が望まれる。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

当該分娩機関の存在する地域には高次医療機関がないことを踏まえ、日

頃より隣接地域の高次医療機関との連携をより密にすることが望まれる。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

特になし。 

（２）国・地方自治体に対して 

高次医療機関との連携をより強化するなどして、新生児医療の充実を図

ることが望まれる。 


